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１ 「平成３１年度以降に係る防衛計画の大綱」（平成３０
年１２月１８日閣議決定）に基づく「中期防衛力整備計画
（平成３１年度～平成３５年度）」（平成３０年１２月１
８日閣議決定）の３年度目として、真に実効的な防衛力と
して、多次元統合防衛力の構築に向け、防衛力整備を着実
に実施。

２ 少子高齢化等も踏まえた人的基盤の強化に優先的に取り
組む。また、領域横断作戦を実現するため、優先的な資源
配分や我が国の優れた科学技術の活用により、宇宙・サイ
バー・電磁波といった新たな領域における能力を獲得・強
化。さらに、領域横断作戦の中で、新たな領域における能
力と一体となって、各種事態に効果的に対処するため、海
空領域における能力、スタンド・オフ防衛能力、総合ミサ
イル防空能力、機動・展開能力を強化。また、平時から有
事までのあらゆる段階において、必要とされる各種活動を
継続的に実施できるよう、後方分野も含めた防衛力の持続
性・強靭性を強化。加えて、軍事技術の進展を踏まえた技
術基盤の強化等に取り組むとともに、安全保障環境の変化
を踏まえ、日米同盟・諸外国との安全保障協力を強化。

３ この際、格段に速度を増す安全保障環境の変化に対応す
るため、従来とは抜本的に異なる速度で防衛力を強化。ま
た、既存の予算・人員の配分に固執することなく、資源を
柔軟かつ重点的に配分し、効果的に防衛力を強化。さらに、
あらゆる分野での陸海空自衛隊の統合を一層推進し、縦割
りに陥ることなく、組織及び装備を最適化。

４ 格段に厳しさを増す財政事情と国民生活に関わる他の予
算の重要性等を勘案し、我が国の他の諸施策との調和を図
りつつ、調達の効率化にかかる各種取組等を通じて、一層
の効率化・合理化を徹底。

1

令和３年度概算要求の考え方



2

I 防衛関係費

(説明)
１．[ ]は、対前年度伸率（％）である。
２．上段は、SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費を除いたもの、下段（ ）内は含んだものである。総額における

その金額は、
SACO関係経費として、

令和2年度： 69億円 令和3年度： 事項要求
米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、

令和2年度：1,513億円 令和3年度： 事項要求

【 新規後年度負担 】

【 歳出予算（三分類）】 （単位：億円）

（単位：億円）

区 分

令 和 ２ 年 度

予 算 額

令 和 ３ 年 度

概 算 要 求 額
対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費
５０，６８８
（５３，１３３）

６１８[１．２]
（５５９[１．１]）

５４，８９７
（５４，８９８）

４，２１０[８．３]
（１，７６４[３．３]）

人件・糧食費 ２１，４２６ △４０５[△１．９] ２２，１６７ ７４１[３．５]

物件費
２９，２６２
（３１，７０８）

１，０２３[３．６]
（９６４[３．１]）

３２，７３０
（３２，７３１）

３，４６８[１１．９]
（１，０２３[３．２]）

歳出化経費
１９，３３６
（２０，３２６）

９０５[４．９]
（６５１[３．３]）

２２，３３７
（２２，３３８）

３，００１[１５．５]
（２，０１２[９．９]）

一般物件費

※活動経費

９，９２６
（１１，３８２）

１１８[１．２]
（３１４[２．８]）

１０，３９３
（１０，３９３）

４６７[４．７]
（△９８９[△８．７]）

区 分

令 和 ２ 年 度
予 算 額

令 和 ３ 年 度

概 算 要 求 額対前年度
増△減額

対前年度
増△減額

新規後年度負担 ２４，０５０
（２５，６３３）

３７[０．２]
（△１４９[△０．６]）

２６，７１２
（２６，７１２）

２，６６２[１１．１]
（１，０７９[４．２]）

防衛関係費全般

(説明)
１．[ ]は、対前年度伸率（％）である。
２．計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある（以下同じ）。
３．上段は、SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に係る経費等を除い

たもの、下段（ ）内は含んだものである。総額におけるその金額は、
SACO関係経費として、

令和2年度： 138億円 令和3年度： 事項要求
米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、

令和2年度：1,799億円 令和3年度： 事項要求
防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成３０年度～令和２年度）に係る経費として、

令和2年度： 508億円
などである。

４．上記のSACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分、イージス・アショア代替措置関連経費、東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会開催に伴うテロ対策等関連経費について、事項要求としている。
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Ⅰ 防衛関係費

注：上記の計数は、歳出ベースである。

総額の推移

4.954.944.934.944.964.964.954.90
4.86

4.814.804.784.774.794.78
4.71
4.75

4.88

4.98
5.05

5.13
5.19
5.26

5.31

5.49

4.944.934.924.924.944.944.93
4.88

4.83
4.794.78

4.74
4.704.684.664.654.68

4.78
4.82

4.86
4.90

4.94
5.01
5.07

5.49

4.00

4.50

5.00

5.50

SACO・再編・政府専用機・国土強靭化を含む

SACO・再編・政府専用機・国土強靭化を除く

（単位：兆円）

伸率の推移

防衛関係費の推移

（単位：％）

区　分 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を含む

2.1 △ 0.2 △ 0.2 0.1 0.4 0.0 △ 0.1 △ 1.0 △ 1.0 △ 0.9 △ 0.3 △ 0.5 △ 0.1 

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を除く

2.0 △ 0.3 △ 0.2 0.0 0.3 0.0 △ 0.3 △ 1.0 △ 1.0 △ 0.8 △ 0.2 △ 0.8 △ 0.8 

区　分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を含む

△ 0.3 △ 0.3 △ 1.3 0.8 2.8 2.0 1.5 1.4 1.3 1.3 1.1 3.3 

SACO・再編・

政府専用機・

国土強靭化を除く

△ 0.4 △ 0.4 △ 0.4 0.8 2.2 0.8 0.8 0.8 0.8 1.4 1.2 8.3 



○ 職業訓練課目の新設（４百万円）
・ 主に女性自衛官の再就職の機会の拡大を図るため、登録販
売者、ファイナンシャルプランナー、調剤薬局事務の資格取
得に係る課目を新設

・ 採用上限年齢引上げに伴い、既に一定の資格を有している
者を対象に更なる再就職の機会の拡大を図るため、電気工事
施工管理技士、消防設備点検資格者、ガス溶接作業主任者の
資格取得に係る課目を新設

○ 女性自衛官向け職業訓練の実施（０．１億円）

Ⅱ 自衛隊の魅力向上のための取組

１ 優秀な人材確保のための取組の推進

募集業務の充実・強化

○ 採用広報用動画（３億円）

ソーシャルメディア等を意識した話題性の高い採用広報動画

の作成や広告バナーを活用し、採用対象者や保護者への採用広

報を推進

○ 女性向けの採用広報（２百万円）

採用広報用動画
○ ＷＥＢセミナーの実施（２百万円）

インターネット上で採用説明会を行うことで、より多くの学

生に職業としての自衛隊の魅力を発信するとともに、新型コロ

ナウイルス感染症などにより、外出の自粛を余儀なくされる場

合においても、安定した人材の確保を実施

ＷＥＢセミナー
（イメージ）

再就職支援等の充実・強化

職業訓練（実技）の様子

その他

○ ハラスメント防止施策の推進（０．２億円）

・ 弁護士による相談窓口の運営
・ ハラスメント防止に係る集合教育
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注１：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き、装備品等の製造等に要する初度費を除く経費を表示している。
２：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き契約ベースである。
３：本文中の青字は、新規事業を表示している。

人口減少と少子高齢化が急速に進展する一方、装備品が高度化・複雑化し、任務が多様化・国際化する
中、より幅広い層から多様かつ優秀な人材の確保を図るとともに、全ての自衛隊員が高い士気を維持し、
自らの能力を十分に発揮できる環境の整備に向けた取組を重点的に推進する。

○ 任期制自衛官の退職時の進学支援（０．８億円）
任期制自衛官の充足の維持・向上に加え、予備自衛官及び即

応予備自衛官の充足向上を図るため、任期制自衛官の任期満了
後に国内の大学に進学した者が、その在学期間中、予備自衛官
又は即応予備自衛官に任官した場合、入学金及び授業料の一部
を給付する給付型奨学金を創設



２ 女性の活躍、働き方改革の推進及び生活・勤務環境の改善

女性の活躍推進

女性職員の採用・登用の更なる拡大等、女性職員の活躍をさらに推進するとともに、ワークライフ
バランス及び生活・勤務環境の改善に関する施策を推進・強化する。

○ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備（５０億円）
・ 隊舎の女性用区画の整備
・ 女性自衛官の生活勤務環境改善のための修繕(女性用トイレや浴場の整備)
・ 女性自衛官教育基盤の整備
・ 艦艇における女性用区画の整備（海自）

○ メンター養成研修、女性自衛官のための部外カウンセラー招へい及び災害発生時における女性
隊員用の消耗品の整備等（０．７億円）

○ 女性自衛官教育隊の改編
陸上自衛隊の女性自衛官活躍を推進するため、女性自衛官教育隊の教育体制を整備

自
衛
隊
の
魅
力
向
上
の
た
め
の
取
組

Ⅱ

女性用区画（潜水艦）の整備（シャワー室前通路扉の整備）

女性用トイレの整備（男性用から女性用への改修）

改修後のイメージ

改修後のイメージ

女性用区画（隊舎）の整備（女性用隊舎化のための扉の設置）

改修後のイメージ

国際協力分野における女性の活躍の推進等

○ ＮＡＴＯジェンダー関連年次会合等への派遣
国際平和協力活動等に、ジェンダーの視点を導入していくための体制整備や人材育成の一助

とすることを目的に、ＮＡＴＯが主催するジェンダー関連年次会合等に女性隊員を派遣
※ ジェンダー：生物上の雌雄を表す性別(sex)ではなく、社会によって作り上げられた

「男性像」「女性像」のような歴史的・社会的・文化的に形成された男性、女性の別

働き方改革のための環境整備

○ 新型コロナウイルス感染症等の感染症の拡大防止及び感染症が拡大した場合における業務の継
続性確保のためのテレワーク用端末の整備
（５億円）

○ 働きやすい職場を実現するためのオフィスのペーパーレス化・省スペース化などによる勤務環境の
改善（０．４億円）
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職業生活と家庭生活の両立支援

意識啓発のための研修・訓練等の実施

○ 職場における性別に基づく固定的な役割分担意識を解消するとともに、育児・介護等で時間制約
のある職員を含む全ての職員が十分に能力を発揮できる職場環境を醸成するための取組（０．３億円）

・ 意識改革のためのセミナー等の実施
・ 男女共同参画推進集合訓練 等
・ 女性活躍紹介・両立支援ハンドブック等の作成・配布

集合訓練の様子

緊急登庁支援運営訓練の様子

○ 庁内託児施設の整備（０．８億円）
子育て中の隊員が安心して任務に従事できるよう、

自衛隊の特殊な勤務態勢に対応するための庁内託児
施設を整備

・ 託児施設の拡充（陸自、空自）
・ 庁内託児施設の備品等の整備

○ 緊急登庁支援（児童一時預かり）のための備品整備等
（０．２億円）

・ 緊急登庁支援用備品等（安全マット､ベビーベッド
等）の整備

・ 緊急登庁支援運営訓練の実施
・ 緊急登庁支援時の保育技量向上の講習参加

生活・勤務環境の改善

○ 自衛隊員が士気高く任務に専念できるよう、新しい生活様式への対応を含めた自衛隊員の生活・
勤務環境改善のための自衛隊施設、備品・日用品等を整備

・ 自衛隊施設の整備（５７４億円）
・ 備品や日用品等の整備（４４億円）
・ 被服等の整備（１３９億円）
・ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備

（５０億円）（再掲）

備品の整備
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庁内託児施設園庭で遊ぶ園児の様子



Ⅲ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項

１ 宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化

（１）宇宙領域における能力

我が国を取り巻く安全保障環境が格段に速いスピードで厳しさと不確実性を増す中、宇宙・サイバー・
電磁波を含む全ての領域における能力を有機的に融合し、平時から有事までのあらゆる段階における柔軟
かつ戦略的な活動の常時継続的な実施を可能とする防衛力を構築する。

領域横断作戦を実現するため、優先的な資源配分や我が国の優れた科学技術の活用により、宇宙・サ
イバー・電磁波といった新たな領域における能力を獲得・強化する。

ＳＳＡ（※）の強化

○ ＳＳＡ衛星（宇宙設置型光学望遠鏡）の整備（２１１億円）
・ 令和８年度をめどに打上げ予定のＳＳＡ衛星について、

衛星の設計等に着手
・ ＳＳＡ衛星の複数機運用に関する概念検討
・ 軌道上サービスに関する調査研究

○ ＳＳＡシステム等の整備（１１８億円）
・ 米軍及び国内関係機関等と連携した宇宙状況監視を行う

ために必要な関連器材を取得等

※ ＳＳＡ：宇宙状況監視（Space Situational Awareness）

宇宙関連経費約７２４億円※

※ 弾道ミサイル防衛関連経費の宇宙関連部分を除く。

ＳＳＡの強化（イメージ）

7

ミサイル防衛のための衛星コンステレーション活用の検討

○ 衛星コンステレーションによるＨＧＶ（※）探知・追尾システムの概念検討（２億円）

※ ＨＧＶ：極超音速滑空兵器（Hypersonic Glide Vehicle）

○ 高感度広帯域な赤外線検知素子の研究（１５億円）



宇宙利用における抗たん性の強化

○ 衛星通信システムの抗たん性向上等（１０億円）
・ Ｘバンド防衛通信衛星と他の商用通信衛星をシームレスに活用できるシステムの構築等

○ 「みちびき」を活用した衛星測位能力の抗たん性向上（４億円）
・ マルチＧＮＳＳ（※）受信機の研究

衛星測位能力の抗たん性を向上するため、みちびき（公共専用信号（※）含む）・ＧＰＳ・
ガリレオの測位信号の共通化受信機を研究

※ ＧＮＳＳ：全球測位衛星システム(Global Navigation Satellite System)
※ 公共専用信号：政府が認めた利用者だけが使用できる信号

宇宙を利用した情報収集能力等の強化

○ 画像衛星データ等の利用（１５２億円）
・ 画像解析用データの取得（多頻度での撮像が可能な小型

衛星コンステレーションを含む各種商用衛星等）
・ 海洋状況監視に資する衛星情報の取得

○ 衛星通信の利用（１１３億円）
・ Ｘバンド通信衛星の整備・維持
・ 商用通信衛星回線の借上げ、衛星通信器材の整備・維持等

Ｘバンド防衛通信衛星（イメージ）

○ 諸外国との国際協力（２億円）
・ 米国コロラド州の米空軍基地で実施する「Space100」課程等に要員を派遣し、宇宙全般に関

する知見を習得
・ 宇宙分野における多国間机上演習への参加

その他の宇宙政策に関する取組
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※ 弾道ミサイル防衛関連経費（宇宙関連部分のみ）５１３億円

8

○ 宇宙作戦群（仮称）の新編
宇宙領域における指揮統制を担う部隊を新編し、当該部隊

及び宇宙作戦隊を隷下部隊に持つ宇宙作戦群（仮称）を新編

○ 宇宙関連事業に係るプロジェクト管理業務に対応するため、
防衛装備庁事業監理官（情報・武器・車両担当）に「宇宙事
業管理班（仮称）」を新設するとともに、名称を「事業監理
官（宇宙・地上装備担当）（仮称）」に変更

組織体制の強化

宇宙作戦隊のシンボル・マーク



（２）サイバー領域における能力

サイバー防衛隊等の体制強化

サイバー人材の確保・育成

○ サイバーセキュリティに関するハイスキル人材の育成（７百万円）
サイバーセキュリティに関する高度な知識・技能を有するハイスキ

ル人材の育成を加速化するべく、部外教育機関を活用した教育を実施

○ 陸自通信学校におけるサイバー共通課程の拡充（０．８億円）
令和元年度から実施している各自衛隊の共通教育であるサイ

バー共通課程の規模を拡充し、人材育成の一元化を強化

○ サイバーセキュリティ統括アドバイザー（高度サイバー人材）の採用（０．２億円）
サイバー領域における最新技術やサイバー攻撃の最新動向等サイバーセキュリティに関する高

度な知見を有する民間の高度サイバー人材を採用

自衛隊サイバー防衛隊（仮称）の新編
（イメージ）

サイバー共通課程の実施
（イメージ）

○ 米国におけるサイバー戦指揮官要員の教育（０．３億円）
サイバー戦における指揮官の意思決定要領等に関する知見を習得するため、米国防大学の

教育課程を受講

○ 自衛隊サイバー防衛隊（仮称）の新編
自衛隊指揮通信システム隊を廃止して自衛隊サイバー防衛隊

（仮称）を新編。より効果的・効率的な任務遂行が可能となる
よう、陸海空自衛隊のサイバー関連部隊から要員を移管して、
サイバー防衛能力の抜本的強化を図るため、サイバー防護機能
の一元化に着手

実戦的な訓練環境の整備

○ サイバー演習環境の整備（１６億円）
サイバー攻撃等への実戦的な対処訓練を行うため、自衛隊

の全てのサイバー関連部隊が利用可能な装置を整備

サイバー演習環境の運用（イメージ）

9
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サイバーに関する最新技術の活用

○ 装備品に搭載されている情報処理システムを標的としたサイバー攻撃へ対処する技術の研究
（２１億円）

サイバー攻撃の状況下においても、防衛省・自衛隊が保有する装備品に搭載されている情報
処理システムの運用継続を実現するため、装備品のサイバーレジリエンス（※）技術の研究を
実施

※ サイバーレジリエンス：サイバー攻撃等によってシステムやネットワークの一部の機能が
損なわれた場合においても、柔軟に対応して運用可能な状態に回復する能力

サイバー関連経費３５７億円
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（３）電磁波領域における能力

システム・ネットワークの安全性の強化

我が国に侵攻する相手方のレーダー等を無力化する能力の強化

スタンド・オフ電子戦機の開発

○ スタンド・オフ電子戦機の開発（１５３億円）
効果的な電波妨害を実施することにより自衛隊の航空

作戦の遂行を支援する、スタンド・オフ電子戦機を開発

○ ネットワーク電子戦システムの取得（１式：８８億円）
電波の収集・分析及び通信の無力化により、作戦を有利

に進めるため、陸上自衛隊のネットワーク電子戦システム
を取得

ネットワーク電子戦システム
〇 艦艇の電波探知妨害能力の研究（０．２億円）

航空機やミサイルからの電波を探知し、無力化するための電波を照射する電波探知妨害装置
の能力向上について実証検証を実施

我が国に対する侵攻を企図する相手方からの電磁波領域における妨害等に際して、その効果を局限
する能力の強化

戦闘機（Ｆ－３５Ａ）

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（４機：４０２億円）
電子防護能力に優れたＦ－３５Ａを取得し、航空優勢を確保
その他関連経費（整備用器材等）として、別途５９１億円を

計上

○ 防衛産業に対する各種情報セキュリティ施策を推進するため、防衛装備庁装備保全管理官
に「産業サイバーセキュリティ室（仮称）」を新設

情報セキュリティに係る措置の強化
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○ サイバー防護分析装置の整備（５４億円）
サイバー攻撃に関する手法等を収集・分析し、防衛省・自衛隊に対するサイバー攻撃に対処

するための装置を整備

○ サイバー攻撃対処に係る部外力の活用（２７億円）
サイバー攻撃対処に関する高度な専門的知見を必要とする業務について、部外力を活用

○ 防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の整備（クローズ系）（８１億円）
内部侵入等によるサイバー攻撃からの防護のため、防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）のクローズ

系システムを整備



○ 戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）の取得（２機：２６４億円）
電子防護能力に優れ、短距離離陸・垂直着陸が可能なＦ－

３５Ｂを取得し、戦闘機運用の柔軟性を向上
その他関連経費（整備用器材等）として、別途１０６億円

を計上

戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）

〇 艦艇用デコイシステムに係る調査研究（０．３億円）
高性能の対艦ミサイルの脅威に対応するため、将来の艦艇

用疑似電波発生装置（デコイ）に係る研究を実施

〇 電子戦評価技術の研究（３５億円）
高機能・高性能化する電子戦器材や装備品の性能を

正確に把握・評価するため、将来の電子戦評価システ
ムに係る研究を実施

○ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上
電子戦を含むＦ－１５の能力向上に必要な改修を実施
※事業全体の詳細はＰ１４参照

戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上

〇 高出力マイクロ波（ＨＰＭ）発生装置の研究
（１１億円）

高出力マイクロ波（ＨＰＭ）発生装置の将来の実用
化を見据え、小型化・高出力化等の研究を実施

○ ドローン対処レーザシステムの車両搭載実証
（３３億円）

ドローン等に効率的に対処が可能な高出力レーザ
システムを実証

電磁波領域におけるゲーム・チェンジャーになり得る技術の研究

11
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高出力マイクロ波（ＨＰＭ）発生装置の研究
（将来の艦載イメージ）

ドローン対処レーザシステムの車両搭載実証
（イメージ）

航空機等に搭載状態の
電子戦装備品

レーダ評価技術

通信電子戦評価技術

電子戦評価施設

電子戦評価技術の研究（イメージ）

ドローン

ドローン
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情報通信能力・情報共有態勢の強化

○ 戦術データリンクの整備（１０８億円）
目標情報の迅速な伝達・共有を図るため、艦艇及び

航空機の戦術データリンクを整備

○ 米国の電子戦教育課程への要員派遣（４百万円）
米国で実施する電子戦運用幕僚課程に航空自衛隊の要員を派遣し、電子戦運用に関する

指揮・統制能力を習得

訓練演習、人材育成

○ 英海軍が実施する図上演習への参加（４百万円）
英海軍が実施する電磁波領域を含む総合演習に参加

○ 統合電子戦訓練の実施（０．２億円）
電磁波領域における運用能力を強化するため、陸海空自

衛隊の統合による電子戦訓練を実施

統合電子戦訓練の実施（イメージ）

○ 次期電子情報収集機の情報収集システムの研究
（５０億円）

多用機ＥＰ－３の減勢に伴う後継機（次期電子情報収集
機）の開発に向け、航空機搭載型情報収集システムの信号
検出能力、方位精度及び類識別能力の向上に関する研究を
実施

○ 米国等で行われる電子戦シンポジウムへの参加（２百万円）
米国等で実施される電子戦シンポジウムに要員を派遣し、最新の電子戦技術等に関する

情報収集を実施

電磁波に関する情報の収集・分析能力の強化

○ 電波情報収集機（ＲＣ－２）に搭載する装置の取得
（７１億円）

情報収集機能の強化のため、現有の電波情報収集機（Ｙ
Ｓ－１１ＥＢ）の後継として、受信電波周波数範囲の拡大
や遠距離目標収集能力の強化など能力向上した電波情報収
集機の搭載装置を取得

電波情報収集機（ＲＣ－２）

12

電磁パルス（ＥＭＰ）攻撃等からの施設の防護

○ 自衛隊施設の電磁パルス（ＥＭＰ）防護性能を安定的に維持・機能させるための維持管
理手法を検討（０．４億円）

次期電子情報収集機の情報収集システムの研究
（イメージ）



（１）海空領域における能力

２ 従来の領域における能力の強化

領域横断作戦の中で、宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力と一体となって、航空機、艦
艇、ミサイル等による攻撃に効果的に対処するため、海空領域における能力、スタンド・オフ防衛能
力、総合ミサイル防空能力、機動・展開能力を強化する。

常続監視態勢の強化

○ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の能力向上（２２４億円）
一元的指揮統制による経空脅威への対応のため、探知識別能力、情報処理能力等を向上

○ 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）の機齢延伸
（３機：７３億円）

哨戒ヘリコプターの体制を維持するため、ＳＨ－６０Ｋに
機齢延伸措置を実施

○ 固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の機齢延伸（４機：１６億円）
固定翼哨戒機の体制を維持するため、Ｐ－３Ｃに機齢延伸

措置を実施

固定翼哨戒機（Ｐ－１）

固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）

哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）

○ 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）の救難仕様改修
（１機：１０億円）
救難体制を維持するため、ＳＨ－６０Ｋを救難仕様に改修

○ 固定翼哨戒機（Ｐ－１）の取得（３機：６８０億円）
現有の固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の除籍に伴い、その後継

としてＰ－１を取得

○ 救難飛行艇（ＵＳ－２）の取得（１機：１３９億円）
洋上における救難体制を維持するため、ＵＳ－２を取得

救難飛行艇（ＵＳ-２）

13
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○ 潜水艦の建造（１隻：６９１億円）
潜水艦２２隻体制により、我が国周辺の海域における情報収集

・警戒監視を有効に実施するため、探知能力等が向上した潜水艦
（２９年度型潜水艦５番艦（３，０００トン））を建造

03年度潜水艦（３，０００トン）
（イメージ）

○ 護衛艦の建造（２隻：９９０億円）
護衛艦部隊の５４隻体制への増勢のため、従来は掃海艦艇

が担っていた対機雷戦機能も具備する等、多様な任務への対
応能力の向上と船体のコンパクト化を両立した護衛艦「ＦＦ
Ｍ」（３０年度型護衛艦７番艦及び８番艦（３，９００ト
ン））を建造

03年度護衛艦（３，９００トン）
（イメージ）

○ 護衛艦の艦齢延伸（艦齢延伸工事４隻及び部品調達４隻分：１２４億円）
護衛艦の体制を維持するため、「むらさめ」型、「こんごう」型及び

「あぶくま」型護衛艦に艦齢延伸措置を実施

○ 潜水艦の艦齢延伸
（艦齢延伸工事９隻及び部品調達４隻分：６５億円）

潜水艦を１６隻体制から２２隻体制へ増勢するため、「おや
しお」型及び「そうりゅう」型潜水艦に艦齢延伸措置を実施

「そうりゅう」型潜水艦
（２，９００トン）
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航空優勢の獲得・維持

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（４機：４０２億円）（再掲）

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ｂ）の取得（２機：２６４億円）（再掲）

○ 戦闘機（Ｆ－１５）の能力向上（２１３億円）
周辺諸国の航空戦力の強化に対応するとともに、防空等の任務に適切に対応するため、スタ

ンド・オフ・ミサイルの搭載、搭載弾薬数の増加及び電子戦能力の向上等に必要な改修を実施
するための関連経費を計上



○ 戦闘機（Ｆー２）の能力向上（３０億円）
周辺諸国の海上・航空戦力の近代化に対応するとともに、各種

任務に適切に対応するため、現有戦闘機の能力向上改修、対艦能
力の向上及びネットワーク機能の能力向上のための改修に必要な
設計等を実施

戦闘機（Ｆ－２）

○ 救難ヘリコプター（ＵＨ－６０Ｊ）の取得
（５機：２７９億円）
空自ＵＨ－６０Ｊの減勢に対応し、救難態勢を維持・強化する

とともに、多様な事態に実効的に対処し得る態勢を整備

救難ヘリコプター（ＵＨ－６０Ｊ）

０３式中距離地対空誘導弾（改善型）

○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の取得（１式：１２２
億円）

防空能力強化のため、低空目標や高速目標への対処能力
を向上させた０３式中距離地対空誘導弾（改善型）を取得

護衛艦「かが」

〇 「いずも」型護衛艦の改修（２３１億円）
飛行甲板上の耐熱塗装等に加え、Ｆ－３５Ｂを安全に運用す

るため、艦首形状を四角形に変更

15
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海上優勢の獲得・維持

○ 戦闘機等のミッションシステム・インテグレーションの研究（６３億円）
戦闘機等の作戦・任務遂行能力の根幹となるミッションシステムを、将来にわたり我が国が自

由にコントロールできるよう、ミッションシステム・インテグレーション技術の研究を実施

次期戦闘機（約７７２億円（関連経費含む））

○ 次期戦闘機の開発等（５８７億円）
機体の構想設計を引き続き実施するとともに、エンジンの設計等に着手し、着実に次期戦闘機

の開発を推進

○ 遠隔操作型支援機技術の研究（１６億円）
有人機の支援を行う遠隔操作型支援機の実現に求められる編隊飛行技術やヒューマン・マシン・

インターフェース技術等に関する研究を実施

○ 高機能レーダ技術の研究（４１億円）
戦闘機等において、常時の広覆域捜索を可能とするため、将来の高機能レーダに係る技術

を日英共同研究により確立

○ 将来潜水艦用ソーナー装置の開発（４８億円）
将来にわたり潜水艦の水中領域における優位性を

継続保持するため、探知能力を向上させたソーナー
装置を開発

○ 雑音低減型水中発射管の研究（２３億円）
潜水艦の更なる静粛化のため、魚雷等を射出する

際の発射音を低減する技術について研究

16

領
域
横
断
作
戦
に
必
要
な
能
力
の
強
化
に
お
け
る
優
先
事
項

Ⅲ

将来潜水艦用ソーナー装置
及び雑音低減型水中発射管（イメージ）



（２）スタンド・オフ防衛能力

○ 高速高機動レーダ技術の研究（１０億円）
低ＲＣＳ（※）目標や極超音速ミサイルを

はじめとした高速高機動目標に対応するた
め、レーダの探知追尾技術向上及び探知距離
の延伸を実験装置を用いた模擬環境の下で研
究

○ 島嶼防衛用高速滑空弾の研究（２２９億円）
島嶼防衛のため、高速で滑空し、高精度で目標に命中する高速滑空弾について、早期装

備化に向けて引き続き研究を推進

○ １２式地対艦誘導弾の取得（１式：５５億円）
対艦戦闘能力強化のため、現有の８８式地対艦

誘導弾の能力を向上させた１２式地対艦誘導弾を
取得

１２式地対艦誘導弾

○ スタンド・オフ・ミサイルの取得（１７２億円）
相手の脅威圏外（スタンド・オフ）から対処できるＦ－３５Ａに搭載可能なスタンド・

オフ・ミサイル（ＪＳＭ）を取得

○ 戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（４機：４０２億円）（再掲）

○ 戦闘機（Ｆ－１５）能力向上（２１３億円）（再掲）

（３）総合ミサイル防空能力
弾道ミサイル防衛関連経費１，２４７億円

○ 自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の能力向上（２２４億円）（再掲）
低高度を変則的な軌道で飛翔する弾道ミサイルへの対処能力の強化等

ネットワークの機能強化

○ ＦＣネットワークとＣＥＣの連接実現性に係る調査研究（２億円）
国産汎用護衛艦に装備予定のＦＣネットワークと「まや」型護衛艦等に装備されるＣＥＣ

との連接実現性に係る技術的検証を実施

17

領
域
横
断
作
戦
に
必
要
な
能
力
の
強
化
に
お
け
る
優
先
事
項

Ⅲ
※ ＲＣＳ：レーダ反射断面積(Radar Cross Section)

高速高機動レーダ技術の研究（イメージ）
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○ 基地防空用地対空誘導弾（改）及び新近距離
地対空誘導弾の開発（４５億円）

同時多目標対処能力を向上し、コスト低減を
図った基地防空用地対空誘導弾（改）、及び機
動展開能力に優れ、低空目標への対処能力の向
上を図った新近距離地対空誘導弾を、ファミリ
ー化により効率的に開発

飛しょう体（共通）

基地防空用地対空誘導弾（改） 新近距離地対空誘導弾

○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の取得（１式：１２２億円）（再掲）

○ 能力向上型迎撃ミサイル（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）の取得
（３９１億円）

弾道ミサイル防衛と巡航ミサイルや航空機への対処の双方に
対応可能で、かつ射程が延伸されているＰＡＣ－３ＭＳＥミサ
イルを取得

○ 弾道ミサイル等対処訓練の実施
弾道ミサイル等対処に係る自衛隊の能力や日米共同対処能力を維持・向上

○ 高速高機動レーダ技術の研究（１０億円）（再掲）

○ 衛星コンステレーションによるＨＧＶ探知・追尾システムの概念検討（２億円）（再掲）

○ 高感度広帯域な赤外線検知素子の研究（１５億円）（再掲）

○ 極超音速滑空兵器迎撃システムの研究（０．４億円）
極超音速滑空兵器への効果的な対処のための迎撃ミサイルの在り方について研究を実施

ＰＡＣ－３ＭＳＥミサイル
（写真は同型機材）

シューター・誘導弾の機能強化・増勢

センサーの能力向上

その他

○ イージス・アショア代替措置関連事業（事項要求）
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○ ０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の能力向上の研究
（１億円）
０３式中距離地対空誘導弾（改善型）の改修による弾道ミサ

イル対処能力の付与に必要な研究を実施

上記経費については、現時点において計上すべき予算をあらかじめ確定することが困難であるも
のの、イージス・アショアの代替措置の早期実現が重要であるとの観点から、予算編成過程におい
て、検討結果を予算に反映させることが必要であるため、今後、検討していくものとする。



（４）機動・展開能力

○ ＰＦＩ船舶の活用による統合輸送態勢の強化
ＰＦＩ船舶を活用した部隊・装備品等の輸送訓練及び港湾

入港検証を実施して、同船舶の運用上の実効性を向上し、統
合輸送態勢を強化

ＰＦＩ船舶による統合輸送訓練

○ 統合水陸両用作戦訓練の実施
水陸両用作戦に係る自衛隊の戦術技量の向上を図るととも

に、統合運用の資を得る

統合水陸両用作戦訓練

○ 輸送機(Ｃ－２)の取得（２機：５１５億円）
現有の輸送機（Ｃ－１）の減勢を踏まえ、航続距離や搭載

重量等を向上し、大規模な展開に資する輸送機（Ｃ－２）を
取得

○ 軽装甲機動車の後継装備品の研究（１４億円）
部隊の機動・展開能力を担保する軽装甲機動車の後継と

なる車両選定のための参考品を取得

軽装甲機動車の後継装備品
（イメージ）

輸送機（Ｃ－２）
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○ 新多用途ヘリコプター（ＵＨ－２）の取得
（７機：１２７億円）

多用途ヘリコプター（ＵＨ－１Ｊ）の後継として、空中
機動、航空輸送等を実施し、迅速に部隊を展開できる新多
用途ヘリコプター（ＵＨ－２）を取得

○ 南西警備部隊等の配置に伴う施設整備（４３２億円）
島嶼防衛における初動対処態勢を強化するため、警備部

隊等の配置に関連する石垣島の隊庁舎等、宮古島の保良鉱
山地区における構内道路等、奄美大島（瀬戸内分屯地）の
火薬庫等を整備

○ 輸送航空隊の配置に伴う施設整備（６１億円）
佐賀駐屯地（仮称）新設に係る敷地造成工事に要する経費

を計上

新多用途ヘリコプター（ＵＨ－２）

部隊等の配置に関連する主要施設
（イメージ）

庁 舎

教育訓練施設

整備工場

生活関連施設

○ 佐世保（崎辺東地区（仮称））の施設整備（１３８億円）
南西方面における後方支援基盤と位置づけ、崎辺東地区

（仮称）に大規模な岸壁等及び後方支援施設を整備

崎辺東地区（仮称）（イメージ）
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○ １６式機動戦闘車の取得（２５両：１９１億円）
各種事態において迅速かつ機動的な運用が可能である１６

式機動戦闘車を整備し、作戦基本部隊（師団・旅団）の機動
展開能力を強化

１６式機動戦闘車



米海兵部隊

水陸機動部隊
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〇 常続的陸上自衛隊展開訓練構想（ＣＰＥＣ）
高い練度を保持した陸上自衛隊の部隊を南西地域等へ機動展開し、練成訓練を実施することに

より、抑止力及び対処力の向上を図る

水陸機動団艦艇と連携した南西地域における
洋上機動展開及び島嶼部における練成訓練

機動師団・旅団の機動展開及び
島嶼部における練成訓練

北海道を始めとする国内や米国・オーストラリア
等の国外の良好な訓練基盤への機動展開訓練等

Continuous Projection Exercises Concept：CPEC

〇 機動師団・旅団の機動展開及び島嶼部における練成訓練
・ 国内における米軍との実動訓練（０．４億円）

陸上自衛隊及び米軍の部隊がそれぞれの指揮系統に従い、共同し
て作戦を実施する場合における相互連携要領を実行動により訓練し、
日米共同対処能力を向上

〇 水陸機動団の艦艇と連携した南西地域における洋上機動展開及び
島嶼部における練成訓練

・ 水陸機動団演習（０．５億円）
島嶼部への攻撃を始めとする各種事態に実効的に対応するため、

水陸機動団の水陸両用作戦能力の更なる充実

機動師団・旅団の機動展開

南西地域における
洋上機動訓練等

～ 常続的陸上自衛隊展開訓練構想に関連する訓練・演習 ～

〇 北海道を始めとする国内や米国・オーストラリア等の国外の良好
な訓練基盤への機動展開訓練
・ 北海道訓練センター運営（７億円）

諸職種協同の普通科連隊等に対して実動対抗演習の場を設定し、
指揮幕僚活動の定性的な評価や戦闘の客観的・計数的な評価を行
い、諸職種協同などに必要な練度を向上

・ 米国等における米軍との実動訓練（８億円）
各種事態に即応する能力を高めるため、効果的な訓練施設等を有

する米国等に部隊を派遣して、相互連携要領を演練し、戦術技量を
維持・向上

・ オーストラリアにおける米豪軍との実動訓練（２億円）
日米豪３か国による実動訓練を実施し、隊員・部隊の戦術技量な

どの向上を図るとともに、日米豪３か国の連携強化を図り、インド
太平洋地域の平和・安定に寄与

北海道の良好な基盤を
活用する訓練（イメージ）

国外における米軍等との
実動訓練

21



３ 持続性・強靭性の強化

（１）継続的な運用の確保

平時から有事までのあらゆる段階において、部隊運用を継続的に実施し得るよう、弾薬及び燃料の
確保、自衛隊の運用に係る基盤等の防護等に必要な措置を推進するとともに、各種事態に即応し、実
効的に対処するため、装備品の可動率確保のための取組を推進する。

○ 継続的な部隊運用に必要な各種弾薬の取得（２，５１４億円）
・ 航空優勢、海上優勢の確保に必要な対空ミサイル、魚雷の取得（３９５億円）
・ スタンド・オフ・ミサイルの取得（１７２億円）（再掲）
・ 能力向上型迎撃ミサイル（ＰＡＣ－３ＭＳＥ）の取得（３９１億円）（再掲）

○ 分散パッドの整備（３０億円）
抗たん性の強化のため、航空機の基地内分散に必要な分散

パッドを整備

○ 滑走路等被害復旧の能力向上に必要な器材の取得（７億円）
航空基地の滑走路が被害を受けた場合等に備え、より迅速な被害

復旧を可能とする器材を取得

○ 自衛隊施設の老朽化対策及び耐震化対策の推進（６２０億円）
自衛隊の任務遂行を支える基盤である庁舎、隊舎及び宿舎など、自衛隊施設の改修等を行い、

自衛隊の安定的な運用態勢を確保

分散パッドの整備

滑走路被害復旧器材

22
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（２）装備品の維持整備に係る取組の推進

○ 陸自特別輸送ヘリコプター（ＥＣ－２２５ＬＰ）のＰＢＬ
（７１億円）
平成２４年度から実施しているＥＣ－２２５ＬＰのＰＢＬ対象部

品を拡大

○ 海自護衛艦ガスタービン機関のＰＢＬ（１３億円）

○ 海自固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）部品のＰＢＬ（９億円）

○ 海自練習ヘリコプター（ＴＨ－１３５）のＰＢＬ（１１９億円）
平成２８年度から実施しているＴＨ－１３５のＰＢＬ対象部品を

拡大

○ 空自戦闘機部品の包括契約（５９億円）
・ Ｆ－２の機体（主翼）構造部品の取得
・ Ｆ－１５の脚系統構成品等の修理

「ひゅうが」型護衛艦

戦闘機
（Ｆ－２）

固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）

練習ヘリコプター
（ＴＨ－１３５）

特別輸送ヘリコプター
（ＥＣ－２２５ＬＰ）

○ 装備品の維持整備に必要な経費の着実な確保（１１，９８５億円）

（※ＰＢＬとは）
従来、都度行っていた契約手続が不要になるとともに、需要予測、在庫管理を企業の裁量にゆだね、国際的

なサプライチェーンの活用も選択肢として、迅速な部品供給・修理体制を実現

ＰＢＬ※(Performance Based Logistics)等の包括契約の推進
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Ⅳ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項

人口減少と少子高齢化が急速に進展する一方、装備品が高度化・複雑化し、任務が多様化・国際化す
る中、より幅広い層から多様かつ優秀な人材の確保を図るとともに、全ての自衛隊員が高い士気を維持
し、自らの能力を十分に発揮できる環境の整備に向けた取組を重点的に推進する。

また、軍事技術の進展を背景に戦闘様相が大きく変化する中、我が国の優れた科学技術を活かし、防
衛装備に繋がる技術基盤を強化するため、装備品の研究開発期間の短縮や技術的優勢の確保に向けた取
組を実施するとともに、必要かつ十分な質及び量の防衛力を効率的に確保するため、プロジェクト管理
の強化等による費用対効果の向上を図る。

１ 人的基盤の強化

防衛研究所、防衛大学校、防衛医科大学校等の教育・研究体制を強化するための施策を実施するととも
に、職務に専念できる環境を整備する。

（１）教育・研究体制の充実

防衛大学校

防衛医科大学校

防衛研究所

○ 『安全保障戦略研究』の刊行
・ 部外にも開放された専門的な学術誌『安全保障戦略研究』の内容
の充実

・ 我が国における安全保障に関する学術研究や知識の普及に寄与

安全保障戦略研究創刊号

○ 研究能力・教育水準の維持、向上（１億円）
新たな領域に係る学術的な観点からの研究に対応するため必要と

なる器材の整備等

〇 防衛医科大学校の運営改善
医師及び看護師である幹部自衛官・技官となるべき者を養成する臨床教育の場及び地域医療

拠点として、教育・研究に必要な症例を質的・量的に確保するために必要な診療機器の整備
（４億円）

〇 防衛医学に関する研究機能の強化
・ 自衛隊の部隊運用並びに防衛医科大学校の教育及び研究に資するため、防衛医学先端研究を
実施（３億円）

・ 感染症対処能力の向上等に必要な教育研究用器材の整備（０．４億円）
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（２）持続的な部隊運用を支える予備自衛官等に係る施策の推進

即応予備自衛官及び予備自衛官のより幅広い分野・機会での活用を進めるとともに、予備自衛官等
の充足向上のための取組を推進する。

○ 任期制自衛官の退職時の進学支援（０．８億円）（再掲）

○ 応招確認態勢の整備（０．１億円）
災害発生時、即応予備自衛官・予備自衛官の招集状況を迅速かつ正確に確認するため、部外系

サービスを活用して応招確認態勢の整備を推進

○ 被服、装具等の整備（１億円）
予備自衛官等の運用の実効性向上を図るため、被服、装具、それらを保管する容器・保管棚の

整備の推進

（３） 衛生機能の強化

各種事態に対応するため、統合運用の観点も含め、第一線から最終後送先までのシームレスな医療・後
送態勢の強化として、第一線救護能力の向上、医療拠点において患者の症状を安定化させるためのダ
メージコントロール手術を行う機能及び後送中の患者を管理する機能の充実を図る。また、自衛隊病院の
拠点化・高機能化等をより一層推進し、効率的で質の高い医療体制を確立する。さらに、戦傷医療対処能
力を向上させるために必要な衛生教育訓練基盤等の整備や、国際協力に必要な態勢の整備を推進する。

野外手術システム（師団・旅団用）
（左：外観 右：内部）

○ 第一線から最終後送先までのシームレスな医療・後送態勢の強化
・ ＤＣＳ（ダメージコントロール手術）及び術後の患者管理に必要な資器材の整備（２億円）
・ 後送中の患者の全身管理等に必要な資器材の整備（１百万円）

○ 救急車の応急装甲化の実証（３億円）
非装甲車両の防護性能を迅速かつ容易に付与する

ための応急装着付加装甲を実証

救急車の応急装甲化（イメージ）
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○ 自衛隊病院の拠点化・高機能化等に向けた取り組み
・ 自衛隊入間病院（仮称）の新編（※１）及び新編に伴う教育棟本体工事等（３億円）
・ 自衛隊福岡病院建替のための本体工事に伴う準備工事等（０．３億円）
・ 自衛隊横須賀病院建替（※２）のための調査工事（０．１億円）
・ 自衛隊那覇病院の航空自衛隊から陸上自衛隊への管理の移管等（※３）に伴う医療用備品の整備
（２億円）
※１ 自衛隊入間病院（仮称）の新編に伴い、自衛隊三沢病院及び自衛隊岐阜病院を令和３年度末に

廃止（診療所化）
※２ 自衛隊横須賀病院の機能強化に伴い、自衛隊大湊病院、自衛隊舞鶴病院及び自衛隊佐世保病院

を令和３年度末に廃止（診療所化）
※３ 自衛隊別府病院を令和３年度末に廃止

○ 国際的に脅威となる感染症等への対応能力の向上
・ エボラ出血熱感染症患者搬送に必要な各種器材の取得及び維持（０．３億円）
・ 重篤な感染症に対する予防態勢の強化（２億円）

○ 戦傷医療対処能力の向上のための教育訓練及び教育訓練基盤等の整備
・ 機上医療訓練システムの整備（６億円）
・ 救急処置能力向上教材の整備（０．６億円）
・ ＤＣＳ（ダメージコントロール手術）班要員の育成（０．２億円）

○ 新型コロナウイルス感染症対策
・ 海外派遣部隊等に対する新型コロナウイルス感染症対策（２億円）

第一線救護能力向上の
ための人体シミュレータ

ＤＣＳの練度向上
（ＤＣＳ班）

感染症患者搬送のイメージ 感染症患者搬送に
必要な機材

新型コロナウイルス
抗原検査キット

自衛隊入間病院（仮称）のイメージ

病院棟

教育棟

隊舎棟

機上医療訓練のイメージ
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（４）事務官等の増員

人件費と機構・定員要求の方針を示す内閣総理大臣決定（令和３年度内閣の重要課題を推進する
ための体制整備及び人件費予算の配分の方針（R2.7.21））に、内閣の重要政策として「安全保障の
実施体制の整備」が記載されたことを踏まえつつ、新防衛大綱・中期防の実施体制及び感染症をは
じめ様々な事態に対応するための体制を整備するための、防衛省の事務官等の増員要求を実施。

○ 自衛隊へのサイバー攻撃に対する防衛機能の強化、防衛産業等のサイバー
セキュリティ向上のための防衛調達のセキュリティ基準の強化等に係る事務
官等の増員

○ 自衛隊における宇宙分野の拡大に伴う人材育成、ＳＳＡ衛星などＳＳＡシ
ステムに必要な装備品の取得の体制強化に係る事務官等の増員

○ 将来の安全保障に重要な影響を及ぼし得る革新的・萌芽的な先端技術の早
期発掘・保護・育成の推進等を行うための事務官等の増員

○ 「自由で開かれたインド太平洋」というビジョンを踏まえた安全保障協力
の推進や、日米防衛協力を推進していくための事務官等の増員

○ 嘉手納飛行場以南の土地の返還に係る移設整備、神奈川県内の米軍施設の
整理や新たな環境問題等、地元の負担を軽減するための事業を推進するため
の事務官等の増員

○ 防衛医科大学校病院や自衛隊病院における感染症に対応する体制強化のた
めの事務官等の増員

○ 感染症対策計画などの策定に係る企画立案及び運用体制の検討を行う事務
官等の増員

○ 感染症や激甚化・頻発化・多様化する災害など様々な事態に対し、自治体
との連携強化を図り、自衛隊の即応性・強靭性と対処能力を向上するための
事務官等の増員

○ 実行的な防衛力を構築するため、自衛隊員の積極的な新規採用をはじめと
した人的基盤の強化、情報機能の強化、技術基盤の強化、産業基盤の強靭化、
地域コミュニティとの連携等に必要な事務官等の増員

領域横断作戦や先端技術の活用に必要な能力の強化（１７８名）
（うち、新たな領域・先端技術に係る体制強化（１２０名））

安全保障協力の強化、日米同盟の強化（７８名）

感染症をはじめ様々な事態への対処能力の強化（９２名）

上記のほか真に実効的な防衛力を構築するための増員（６１名）

防衛施設の建設工事
（監督業務）を行う

事務官等（イメージ）
＜参考：事務官等定員の令和３年度概算要求と近年の予算の推移＞

※ 障害者雇用の推進のための定員等の特殊要因は含まない。

宇宙関連（イメージ）

災害派遣に従事する事
務官等（イメージ）

２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

１３次定員合理化計画 １４次計画

定 員 合 理 化 △262 △262 △261 △261 △266 △266

増 員 169 182 209 204 299 409

純 増 減 △93 △80 △52 △57 33 －

年 度 末 定 員 21,061 20,974 20,931 20,903 20,924 21,054 

時 限 到 来 減 等 △7 △7 △15 △12 △12 △13

サイバーセキュリティ
業務に従事する

事務官等（イメージ）

（単位：人）

医療現場に従事する
看護師（イメージ）
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（１）技術基盤の強化

戦略的に重要な装備・技術分野において技術的優越を確保するため、新たな領域に関する技術や、人
工知能等のゲーム・チェンジャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対して重点的な投資を
行う。

２ 技術基盤の強化等

広域常続型監視の取組

電磁波領域の取組

○ マルチＧＮＳＳ受信機の研究（４億円）（再掲）

○ 高出力マイクロ波（ＨＰＭ）発生装置の研究（１１億円）（再掲）

○ ドローン対処レーザシステムの車両搭載実証（３３億円）（再掲）

○ 高機能レーダ技術の研究（４１億円）（再掲）

高機能レーダ技術の研究
（イメージ）

○ 高感度広帯域な赤外線検知素子の研究
（１５億円）（再掲）

次期戦闘機に関する取組

○ 次期戦闘機関連研究
・ 戦闘機等のミッションシステム・インテグレーションの研究（６３億円）（再掲）
・ 遠隔操作型支援機技術の研究（１６億円）（再掲）
・ 高機能レーダ技術の研究（４１億円）（再掲）

○ 次期戦闘機の開発等（５８７億円）（再掲）

○ スタンド・オフ電子戦機の開発（１５３億円）（再掲）

サイバー防衛の取組

○ 装備品に搭載されている情報処理システムを標的としたサイバー攻撃へ対処する技術の研究
（２１億円）（再掲）

スタンド・オフ防衛能力等の取組

○ 島嶼防衛用高速滑空弾の研究（２２９億円）（再掲）

○ 極超音速誘導弾の研究（９３億円）
極超音速（※１）で巡航が可能なスクラムジェット

エンジン（※２）の構成要素技術について、早期装備
化に向けて引き続き研究を推進

※１ 極超音速：音速の５倍以上の速度域
※２ スクラムジェットエンジン：超音速の空気流中

での燃焼を利用したエンジン 極超音速誘導弾の研究
（イメージ）○ １２式地対艦誘導弾（改）の開発（２７億円）



防
衛
力
の
中
心
的
な
構
成
要
素
の
強
化
に
お
け
る
優
先
事
項

Ⅳ

29

先進的な民生技術の積極的な活用

・ 大学等における革新的・萌芽的な技術についての基礎研究を公募・委託する安全保障
技術研究推進制度を推進

・ 革新的・萌芽的な技術を装備化につなげるための橋渡し研究を実施

○ 革新的・萌芽的な技術の発掘・育成（１０８億円）

研究開発の効率化（試験潜水艦の活用）

○ 既存の潜水艦を種別変更した試験潜水艦に試作品を搭載し、早期から実環境での計測を実施する
等の試験評価の効率化を図る

・ 将来潜水艦用ソーナー装置の開発（４８億円）（再掲）

・ 雑音低減型水中発射管の研究（２３億円）（再掲）

水中防衛の取組

先進技術の研究体制の強化

先進技術の調査・分析・連携体制の強化

○ 技術の進展を踏まえ、研究事業の重点化への対応を図るため、電子装備研究所及び先進技術推進
センターを統合し、「次世代装備研究所（仮称）」を新設

○ 国内外の先端技術動向の調査・分析等を強化し、先進的研究の取込のための連携を促進するため、
技術戦略部に「技術政策総括官（仮称）」及び「研究連携促進官（仮称）」を新設

○ 水中無人機（ＵＵＶ）に関する試験評価を引き続き推進するとともに、不正な解析をソフトウェア
により防止する技術の研究に着手（６億円）

○ ＵＵＶ等の研究を効率的かつ効果的に推進するため、艦艇装備研究所に「岩国支所（仮称）」
を新設

短期実用化に係る取組の一例
（衛星画像のデータベース構築へのＡＩの適用）

○ 新技術の短期実用化の取組（１０億円）
運用ニーズを踏まえながら、人工知能（ＡＩ）

技術といった技術革新サイクルの速い民生先端
技術を活用し、３～５年程度の短期間での実用
化を図る
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○ 宇宙関連事業に係るプロジェクト管理業務に対応するため、事業監理官（情報・武器・車両担
当）に「宇宙事業管理班（仮称）」を新設するとともに、名称を「事業監理官（宇宙・地上装備
担当）（仮称）」に変更（再掲）

（２）装備調達の最適化

装備品の効果的・効率的な取得を一層推進するため、ライフサイクルを通じたプロジェクト管理の実効
性及び柔軟性を高めるとともに、有償援助調達（以下「ＦＭＳ調達」という。）における価格、納期等の
管理の重要性が増していることを踏まえ、ＦＭＳ調達の合理化に向けた取組等を推進する。

ライフサイクルを通じたプロジェクト管理の実効性・柔軟性の向上

ＦＭＳ調達の合理化

○ ＦＭＳ調達の履行管理に係る体制強化
ＦＭＳ調達の適切な管理に向けた履行管理体制の強化のため、輸入調達官付有償援助調達室に

「履行管理・促進班（仮称）」を新設

装備品の維持整備の効率化

・ 陸自特別輸送ヘリコプター（ＥＣ－２２５ＬＰ）の修理等（７１億円）（再掲）
・ 海自護衛艦ガスタービン機関の修理等（１３億円）（再掲）
・ 海自固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）部品の修理等（９億円）（再掲）
・ 海自練習ヘリコプター（ＴＨ－１３５）の修理等（１１９億円）（再掲）

○ ＰＢＬ（Performance Based Logistics）の推進
ＰＢＬにより、従来、都度行っていた契約手続が不要になるとともに、需要予測、在庫管理を

企業の裁量にゆだね、国際的なサプライチェーンの活用も選択肢として、迅速な部品供給・修理
体制を実現

練習ヘリコプター
（ＴＨ－１３５）

「ひゅうが」型護衛艦 固定翼哨戒機
（Ｐ－３Ｃ）

特別輸送ヘリコプター
（ＥＣ－２２５ＬＰ）



31

防
衛
力
の
中
心
的
な
構
成
要
素
の
強
化
に
お
け
る
優
先
事
項

Ⅳ

装備品の生産・運用・維持整備に必要不可欠である我が国の防衛産業基盤を強靭化するため、装備品に
係るサプライチェーンの強化に政府として主体的に取り組むとともに、我が国の安全保障に資する場合等
に装備移転を認め得るという防衛装備移転三原則の下、装備品の適切な海外移転を政府一体となって推進
する。また、我が国の防衛産業の情報保全に必要な情報セキュリティに係る措置の強化を進める。

サプライチェーンの強化

○ 官民間での連携・情報共有を推進

・ 官民が連携して海外移転を推進するため、情報共有の場となるポータルサイトをＷＥＢ上に
整備。併せて、情報発信を強化するため、海外移転の広報動画等を制作（０．２億円）

○ 防衛産業に対する各種情報セキュリティ施策を推進するため、装備保全管理官に「産業サイバー
セキュリティ室（仮称）」を新設（再掲）

情報セキュリティに係る措置の強化

（３）防衛産業基盤の強靭化

適切な海外移転の推進

○ 海外移転の推進に向けた防衛装備・技術協力に関する取組

・ 官民間で連携し、相手国の潜在的なニーズを把握して提案に向けた活動を行う事業実現可能性
調査を実施（２億円）

・ 防衛省開発航空機の海外移転の推進に向け、各機種の特性に応じた移転を実現するための調査
を実施（３億円）

・ 我が国が開発した防衛装備品や中小企業等が有する優れた技術力を発信するため、国際防衛
装備品展示会に出展（３億円）

○ 革新的な技術、中小企業等の技術力の発掘・活用

○ 日米オスプレイの共通整備基盤の拡充
木更津駐屯地に日米オスプレイの定期機体整備用格納庫

等を新たに整備（８４億円）

○ 産業基盤の維持・強化に向けた企業支援
事業撤退が生じた場合の円滑な事業承継支援に向けた取組を実施（１億円）

・ 防衛省・自衛隊、在日米軍、日米防衛産業とのマッチングのための展示会等を開催（０．２億円）

・ 人工知能（ＡＩ）技術の防衛装備品の製造工程への適用可能性を調査（０．４億円）

輸入装備品等の維持整備への参画促進

オスプレイ（Ｖ－２２）



３ 情報機能の強化

政策判断や部隊運用に資する情報支援を適時・適切に実施するため、情報の収集・分析等の各段
階における情報機能を強化する。

○ 防衛駐在官制度の充実
ニュージーランド、スペインに各１名を新規派遣するとともに、イスラエルに１名を増員

○ 防衛政策局調査課に「経済安全保障情報企画官（仮称）」を新設
諸外国は先進技術の獲得（例：量子科学技術、レーザー、３Ｄプリンター、ＡＩ）にしのぎ

を削り、その競争は安全保障環境にも大きな影響を与えることから、先進技術に関する各種情
報の「収集・分析」と「保全」の双方を所掌する体制を整備

○ 情報収集・分析能力の強化
情報本部等の国際軍事情勢等に関する情報収集・分析能力の強化のため、所要の体制を整備

○ 画像解析用データの取得（再掲）
高解像度を有する商用光学衛星をはじめ、多頻度での撮像を可能とする小型衛星コンステ

レーションを含む各種商用衛星等を用い、周辺地域における情報収集を実施
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Ⅴ 大規模災害への対応

各種の災害に際して、統合運用を基本としつつ、十分な規模の部隊を迅速に輸送・展開して初動対応に
万全を期すとともに、対処態勢を強化するための措置を進める。

１ 災害対処拠点となる駐屯地・基地等の機能維持・強化

２ 大規模・特殊災害等に対応する訓練等の実施

○ 災害対処拠点地区等の整備（入間）（２億円）

○ 災害時における機能維持・強化のための耐震化・津波対策等
の推進（１６３億円）

隊舎耐震改修（イメージ）

○ 自衛隊統合防災演習（ＪＸＲ：Joint Exercise for Rescue）
国内の大規模災害発生時に円滑かつ効果的に対処して被害を

最小限とするため、自衛隊統合防災演習を実施し、大規模災害
対処に係る自衛隊の統合運用能力を維持・向上

自衛隊統合防災演習（ＪＸＲ）

○ 日米共同統合防災訓練（ＴＲＥＸ：Tomodachi Rescue Exercise）
国内の大規模災害発生時における在日米軍等との連携要領の

確立及び震災対処能力の維持・向上を図るため、日米共同統合
防災訓練を実施

○ 離島統合防災訓練（ＲＩＤＥＸ：Remote Island Disaster
Exercise）
離島における突発的な大規模災害に対して、統合運用による

円滑な災害対処のための能力の維持・向上を図る訓練を実施

日米共同統合防災訓練（ＴＲＥＸ）

離島統合防災訓練（ＲＩＤＥＸ）

33



３ 災害対処に資する装備品の取得等

○ ０７式機動支援橋（１式：１３億円）
地震、水害等により崩壊した橋梁を一時的に復旧し、

被災者の緊急避難及び自衛隊並びに地方自治体等の救援
活動を行うため０７式機動支援橋を取得

○ １８式個人用防護装備（５，０００組：１２億円）
化学剤等の有害な物質から隊員を防護するため、

１８式個人用防護装備を取得

０７式機動支援橋
（消防車の通過【防災訓練】）

１８式個人用防護装備
○ 除染セット（除染車）（１両：１億円）

化学剤等で汚染された地域・施設を除染するため、
除染セット（除染車）を取得

○ 浄水セット (１式：１億円)
災害等において安定的に飲料水等を提供するため、

浄水セットを取得

浄水セット

除染セット（除染車）
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○ 人命救助システム

大規模災害等発生時における迅速かつ効果的な人命救助活動の
ため、人命救助システム等を各部隊に充足

○ 災害用ドローン
大規模災害等発生時において迅速に情報収集を行うため、

各部隊に災害用ドローンを整備

人命救助システム

災害用ドローン

34

○ 救難ヘリコプター（ＵＨー６０Ｊ）の取得
（５機：２７９億円）（再掲）

○ 輸送機（Ｃ－２）の取得
（２機：５１５億円）（再掲）

○ 新多用途ヘリコプター（ＵＨ－２）の取得
（７機：１２７億円）（再掲）



Ⅵ 日米同盟強化及び基地対策等

米軍の抑止力を維持しつつ、沖縄県を始めとする地元の負担軽減を図るため、在日米軍の兵力態勢の見
直し等についての具体的措置を着実に実施する。

35

国内での再編関連措置

○ 沖縄における再編のための事業

○ 空母艦載機の移駐等のための事業

○ 緊急時使用のための事業

○ 訓練移転のための事業

○ 再編関連措置の円滑化を図るための事業

２ ＳＡＣＯ関係経費（事項要求）

在沖米海兵隊のグアム移転

○ 在沖米海兵隊のグアムへの移転事業

グアム

普天間飛行場

海軍コンピュータ・通信基地
フィネガヤン地区
(主宿営地)

グアム海軍基地
アプラ地区
（港湾機能）

アンダーセン
空軍基地
（航空機能）

アンダーセン空軍基地
南アンダーセン地区

(訓練場)

上記経費については、可能な限り早期に事業を実施することが重要との観点から、予算編成過程
における地元や米軍等との調整結果を予算に反映させることが必要であり、今後予算編成過程にお
いて検討し、必要な措置を講ずることとしている

○ 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないものについては、
引き続きＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置（沖縄県民の負担軽減）を着実に実施

キャンプ瑞慶覧の施設技術部地区の一部返還
（２０20年３月３１日）

１ 米軍再編関係経費［地元の負担軽減に資する措置］（事項要求）

返還区域（約11ha）

北谷町
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○ 自衛隊等の行為又は防衛施設の設置・運用により

生ずる障害の防止等に要する経費
・ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施
・ 周辺環境整備事業（河川・道路改修、学校防音、

砂防ダム及び民生安定施設の整備等）の実施
・ 基地関連市町村から要望の強い特定防衛施設周辺

整備調整交付金事業の実施（公共用施設の整備及び
医療費の助成等のいわゆるソフト事業）

（２）在日米軍駐留経費負担

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策を着実に実施するとともに、在日米軍の駐
留を円滑かつ効果的にするための施策を推進する。

３ 基地対策等の推進

（１）基地周辺対策経費

（３）施設の借料、補償経費等

うち 住宅防音 ： ５１９億円
周辺環境整備： ６５８億円

○ 在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための特別
協定等による負担に要する経費
・ 在日米軍従業員の給与及び光熱水料等を負担
・ 提供施設（隊舎、家族住宅等）の整備の実施
・ 在日米軍従業員に対する社会保険料（健康保険、

厚生年金保険等）の事業主負担分等を負担

うち 特別協定 ：１,５４６億円
提供施設の整備 ： ２１７億円
基地従業員対策等： ２６５億円

○ 防衛施設用地等の借上経費、水面を使用して訓練を行うことによる漁業補償等に要する経費

１,１７７億円

防音天井に改造

空調機器の取付

【住宅防音事業の一例】

防音壁に改造

防音サッシの取付

隊 舎

１,５０６億円

２,０２９億円

砂防ダム

在日米軍駐留経費負担に関する特別協定は、令和２年度末に期限を迎えるため、
概算要求額は現行特別協定に準じ計上



１ インド太平洋地域の安定化への対応

37

Ⅶ 安全保障協力の強化

自由で開かれたインド太平洋というビジョンを踏まえ、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に推進
するため、防衛力を積極的に活用し、共同訓練・演習、防衛装備・技術協力、能力構築支援、軍種間交流
を含む防衛協力・交流のための取組等を推進する。

能力構築支援の推進

○ ＡＳＥＡＮ全体の能力構築を企画した取組の推進
国際規範の認識共有を推進するとともに、人道支援・災害救

援、海洋安全保障、サイバーセキュリティに関する能力構築支
援を実施

○ インド太平洋地域における能力構築支援の推進
・ 東南アジア、南アジア、太平洋島嶼国における人道支援・

災害救援、ＰＫＯ等の分野に係る能力向上や人材育成の支援
の推進

・ 米豪と連携した能力構築支援の実施

日ＡＳＥＡＮ
人道支援・災害救援プログラム

人道支援・災害救援分野の実技教育防衛協力・交流の推進

○ ＡＳＥＡＮ域外国を含む拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議
（ＡＤＭＭプラス）の下での取組

インド太平洋地域における唯一の公式な国防担当閣僚会合で
あるＡＤＭＭプラスを通じ、第４期ＰＫＯ専門家会合共同議長
へ就任するなど、地域の防衛・安全保障協力の強化を積極的に
推進

○ 「ビエンチャン・ビジョン２．０」に基づく取組
アップデートされた日ＡＳＥＡＮ防衛協力の指針「ビエン

チャン・ビジョン２．０」に基づき、ＡＳＥＡＮの中心性・一
体性・強靱性に資すること等を目的として、「法の支配」の貫
徹や海洋安全保障の強化等に重点をおいた実践的な防衛協力を
推進

○ パシフィック・パートナーシップ２０２１への参加
インド太平洋地域の各国を訪問して、医療活動及び文化交流

を実施し、各国政府、軍等との協力を通じて、参加国の連携強
化、国際平和協力活動の円滑化を推進

パシフィック・パートナーシップ

日ＡＳＥＡＮ乗艦協力プログラム

ＡＤＭＭプラス



安
全
保
障
協
力
の
強
化

Ⅶ

２ グローバルな安全保障課題への適切な対応

38

得意分野を活かした国連・友好国への国際協力

○ アフリカ諸国等のＰＫＯセンターへの講師派遣等
アフリカ諸国を中心に、依頼に応じて自衛隊から講師を派遣

し各国のＰＫＯ要員へ教育を行い、アフリカ諸国等の平和維持活
動能力の向上を通じ地域の平和及び安定に貢献

○ ジブチ軍に対する災害対処能力強化に係る能力構築支援
ジブチ政府からの要請の強いジブチ軍に対する災害対処能力強

化を実施し、防衛当局間の関係強化を中心にジブチ共和国との相
互理解・信頼醸成を促進するとともに、アフリカの発展と平和に
貢献

講師によるカリキュラムの手交

ジブチ軍に対する
施設器材の操作教育

○ 令和３年度インド太平洋方面派遣訓練（ＩＰＤ）の実施
インド太平洋の各国海軍等との共同訓練等を実施し、海上自

衛隊の戦術技量の向上や各国海軍等との連携強化を図るととも
に、地域の平和と安定への寄与や各国との相互理解の増進や信
頼関係の強化を図る

インド太平洋方面派遣訓練

○ ミクロネシア連邦等における人道支援・災害救援共同訓練
訓練参加国の輸送機からミクロネシア連邦等の海上へ寄付物

資を投下する訓練を実施することで、人道支援・災害救援に係
る能力を向上

インドにおける
インド陸軍との実動訓練

ミクロネシア連邦等における
人道支援・災害救援共同訓練

○ インドにおけるインド陸軍との実動訓練
対テロ分野において実戦経験のあるインド陸軍と共同訓練を

実施することにより、戦術技量を向上
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○ 多国間訓練への参加
・ コブラ・ゴールド

多国間協力訓練「コブラ・ゴールド」への参加を通じ、自
衛隊の在外邦人等の保護措置などに係る統合運用を維持・向
上させるとともに、参加各国との連携・相互理解を増進・強化

・ カーン・クエスト
多国間共同訓練「カーン・クエスト」への参加を通じ、

国連平和維持活動に係る各種能力の維持・向上を図るとともに、参加国との相互理解・信頼
関係を増進・強化

コブラ・ゴールド

海外での活動能力の強化

海洋安全保障の確保

○ ソマリア沖・アデン湾における海賊対処
・ 護衛艦及びＰ－３Ｃによるソマリア沖・アデン湾における

海賊対処を継続
・ 海賊対処のための多国籍の連合部隊である第１５１連合
任務部隊（ＣＴＦ１５１）に参加して活動を実施

・ 必要に応じＫＣ－７６７等による航空輸送を実施

日本関係船舶の安全確保のための取組

○ 中東地域における情報収集活動
・ 護衛艦及びＰ－３Ｃによるオマーン湾、アラビア海北部及び

バブ・エル・マンデブ海峡東側のアデン湾の三海域の公海にお
ける情報収集活動を実施

・ わが国独自の取組として活動を実施
・ 自衛隊が収集した情報は、政府としての航行安全対策に活用

するため、必要に応じ関係省庁及び関係業界に共有

船舶を護衛する護衛艦

情報収集活動を行う護衛艦

○ 国連三角パートナーシップ・プロジェクト
自衛官等を派遣しアフリカ諸国やアジア諸国等のＰＫＯ要員に

対し施設・医療分野における訓練を行うことで、国連ＰＫＯ部隊
の展開に貢献

国連三角パートナーシップ
・プロジェクト



Ⅷ 効率化・合理化への取組

- 組織・装備最適化プロジェクト -
平成３０年１２月に策定された新たな大綱・中期防を踏まえ、以下の取組を実施することによ

り、防衛力整備の一層の効率化・合理化を徹底する。本取組のうち、経費の効率化が見込まれる
ものとして約２，４９６億円の縮減を図る。
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１ 組織・定員の合理化
既存部隊の廃止や部外委託等を進めることにより、全自衛隊で定員配置を見直し、宇宙、

サイバー、電磁波といった新たな領域に人員を重点配分する

２ 事業等に係る見直し ［縮減見込額：１，１５１億円］
重要度の低下した装備品の運用停止や、費用対効果の低いプロジェクトの見直し・中止、

維持・整備方法の見直しにより、コストの効率化を追求する

（主な事業）
・２０ｍｍ対空機関砲の運用停止（縮減見込額３７億円）
・機雷捜索用水中無人機の試供器材の転活用（縮減見込額１１億円）
・特殊降下傘の価格低減（縮減見込額４億円）

３ 仕様の共通化・最適化 ［縮減見込額：２５８億円］
モジュール化・共通化や民生品の使用・仕様の見直しにより、装備品の構成について見直し

を行い、開発、取得にかかる期間を早期化すると共に、ライフサイクルコストの削減を図る

（主な事業）
・ 基地防空用地対空誘導弾（改）及び新近距離地対空誘導弾のファミリー化により効率的に開発

（縮減見込額１２６億円）

４ 一括調達・共同調達による効率化 ［縮減見込額：２０５億円］
装備品のまとめ買い等により、価格低減と取得コストを削減する

（主な事業）
・ 救難機ＵＨ－６０Ｊの一括調達 ５機（縮減見込額８６億円）
・ 輸送機Ｃ－２エンジンの一括調達 ６式（縮減見込額６１億円）

５ 長期契約を活用した装備品等及び役務の調達 ［縮減見込額：１２２億円］
５箇年度を超える長期契約の活用により、調達コストの縮減と安定的な調達を追求する

・ 戦闘機（Ｆ－２）の機体構造部品の一括調達（１０国）（縮減見込額４７億円）
・ 練習ヘリコプター（ＴＨ－１３５）のＰＢＬ（６国） （縮減見込額３２億円）
・ 特別輸送ヘリコプター（ＥＣ－２２５ＬＰ）のＰＢＬ（６国） （縮減見込額４２億円）

６ 原価の精査等 ［縮減見込額：７６０億円］
装備品等について、価格や関連経費の精査等の取組みを通じ、価格低減を追求する

７ 収入の確保
国有財産利用収入、不用物品の売却、市ヶ谷地区の大本営地下壕跡の有料公開、航空祭及び富士

総合火力演習の一部有料化などの取組を通じて収入の確保を図る



Ⅸ そ の 他

１ 編成・機構定員関連事業

各種事態における実効的な抑止及び対処等に対応するため、各種部隊改編関連事業等を実施する。
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○ 機構定員関連事業

・ 防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策については、対応しなけれ
ばならない事業数や業務量が増大するとともに、業務の質の向上が求められ
ていることから、地方協力局を改編し、「地元」との協力、「在日米軍」と
の協力及び「環境」問題への対応を強化

・ 技術の進展を踏まえ、研究事業の重点化への対応を図るため、防衛装備庁電子装備研究所及び
先進技術推進センターを統合し、次世代装備研究所（仮称）を新設。また、防衛装備庁技術戦略
部の国内外の先端技術動向の調査・分析等及び先進的研究の取込のための連携促進にかかる体制
を強化（再掲）

区 分 陸 自 海 自 空 自 統幕等 計

充足向上 ＋１，０５６ ＋２６５ ＋２４８ ０

＋１，５６９振 替 △１００ △１７ △２５ ＋１４２

計 ＋９５６ ＋２４８ ＋２２３ ＋１４２

（注）統幕等は、統合幕僚監部、共同の部隊、情報本部、内部部局、防衛装備庁を示す。

○ 自衛官実員の増員要求
・ 新たな領域における防衛態勢及び南西地域における防衛態勢並びに周辺海空域の防衛態勢等

の充実・強化を図るため自衛官の実員を増員し、各種事態への即応性を向上
・ 新たな領域における体制整備を一層推進するため、限りある人員を効果的に活用し陸上自衛

隊等から統幕等へ実員の振替を実施

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

要求数 ＋１９６ ＋３１０ ＋７００ ＋６６４ ＋６４１

<参考：過去５年間の自衛官実員要求の推移>

牧港補給地区（国道５
８号沿い）の返還及び
西普天間住宅地区の引
渡し式典・記念祝賀会



そ

の

他

Ⅸ

２ 税制改正要望
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○ 軽油に係る課税免除の特例措置の恒久化 【軽油引取税】

① 自衛隊の船舶及び通信機械等の動力源の用途の軽油に係る課税免除の特例措置の恒久化

自衛隊が使用する船舶及び通信機械等の動力源に供する軽油の調達に当たっては、令和２
年度末まで軽油引取税の免税措置が認められているところ、当該特例措置の恒久化を要望

② 重要影響事態法等に基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の恒久化

③ ＡＣＳＡに基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の恒久化

重要影響事態法等に基づく後方支援活動等及び豪州等
とのＡＣＳＡに基づく共同訓練等において、外国の軍隊
等に免税軽油の提供を行った場合、令和２年度末まで、
軽油引取税の「みなす課税」等を免除する特例措置が認
められているところ、当該特例措置の恒久化を要望

○ 試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充等 【法人税等】
（共同要望：経済産業省、総務省、文部科学省、農林水産省、厚生労働省、国土交通省、環境省）

研究開発投資の増加インセンティブがより強く働く制度とするため、試験研究費に係る控除
の上限の引上げ等を要望

洋上給油による外国軍隊への軽油提供
（イメージ）

海賊対処活動 弾道ミサイル防衛 災害派遣

船舶の使用例（イメージ）

レーダー等 パワーショベル

通信機械等の使用例（イメージ）



主要な装備品等
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１ 主要な装備品等
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区 分
令和２年度
調達数量

令和３年度

調達数量 金額(億円)

航

空

機

陸
自

新多用途ヘリコプター（ＵＨ－２） － 7機 127

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ） 3機 － －

海

自

固定翼哨戒機（P-1） 3機 3機 680 (44)

救難飛行艇（US-2） ― 1機 139 (22)

固定翼哨戒機（P-3C）の機齢延伸 (7機) (4機) 16

哨戒ヘリコプター（SH-60K） 7機 ― －

哨戒ヘリコプター（SH-60K）の機齢延伸 （3機) (3機) 73

哨戒ヘリコプター（SH-60J）の機齢延伸 (2機) ― ー

画像情報収集機（OP-3C）の機齢延伸 (1機) － －

電波情報収集機（EP-3）の機齢延伸 － － －

空

自

戦闘機 (F-35A) 3機 4機 402

戦闘機（F-35B） 6機 2機 264

戦闘機（F-2）の能力向上 (2機) ー (30)

戦闘機（F-15）の能力向上 ー ー 213

輸送機（C-2） ー 2機 515 (43)

空中給油・輸送機（KC-46A） 4機 ー 56

救難ヘリコプター（UH－60J） 3機 5機 279 (39)

電波情報収集機(RC-2)（搭載装置） － － 71 (40)

艦

船

海

自

護衛艦 2隻 2隻 990 (4)

潜水艦 1隻 1隻 691  (1)

掃海艦 1隻 ― －

「あさぎり」型護衛艦の艦齢延伸
工事 (3隻)

(1隻)
(－)
(－)

－
部品

「あぶくま」型護衛艦の艦齢延伸
工事 (3隻)

(－)
(2隻)
(－)

1
部品

「こんごう」型護衛艦の艦齢延伸
工事 (1隻)

(2隻)
(1隻)
(2隻)

65
部品

「むらさめ」型護衛艦の艦齢延伸
工事 (－)

(2隻)
(1隻)
(2隻)

58
部品

「おやしお」型潜水艦の艦齢延伸
工事 (3隻)

(5隻)
(8隻)
(4隻)

63
部品

「そうりゅう」型潜水艦の艦齢延伸
工事 (－)

(2隻)
(1隻)
(－)

2
部品

「ひびき」型音響測定艦の艦齢延伸
工事 (1隻)

(1隻)
(1隻)
(－)

5
部品

「とわだ」型補給艦の艦齢延伸
工事 (1隻)

(－)
(－)
(－)

－
部品

「あすか」型試験艦の艦齢延伸
工事 (－)

(－)
(－)
(1隻)

25
部品

「おおすみ」型輸送艦の艦齢延伸
工事 (－)

(－)
(－)
(1隻)

33
部品
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区 分
令和２年度
調達数量

令和３年度

調達数量 金額(億円)

艦

船

海

自

「あさひ」型護衛艦の能力向上
工事 （－）

（1隻）
（ー）
（2隻）

14
部品

「たかなみ」型護衛艦の短ＳＡＭシステムの能力向上
工事 （－）

（ー）
（1隻）
（－）

1
部品

「たかなみ」型護衛艦対潜システムの近代化改修
工事 （－）

（ー）
（ー）
（1隻）

7 （15）
部品

艦艇搭載戦闘システム電子計算機等の更新
工事 （－）

（8隻）
（7隻）
（5隻）

88
部品

「あさぎり」型護衛艦戦闘システムの近代化改修
工事 （3隻）

（－）
（－）
（ー）

－
部品

「たかなみ」型護衛艦戦闘システムの近代化改修
工事 （－）

（2隻）
（－）
（ー）

－
部品

護衛艦ＣＩＷＳ（高性能２０ｍｍ機関砲）の近代化改
修

工事 （1隻）
（－）

（5隻）
（4隻）

2
部品

「ちはや」型潜水艦救難艦の改修
工事 （1隻）

（－）
（－）
（ー）

－
部品

潜水艦戦闘システムの近代化改修
工事 （－）

（ー）
（1隻）
（1隻）

22 （2）
部品

短ＳＡＭシステム３型等の計算機能力の向上
工事 （－）

（ー）
（2隻）
（1隻）

10
部品

「おおすみ」型輸送艦の能力向上
工事 （－）

（1隻）
（1隻）
（－）

3
部品

誘

導

弾

陸

自

03式中距離地対空誘導弾（改） 1個中隊 1個中隊 122

火

器
・
車

両

等

陸

自

２０式５．５６ｍｍ小銃 3,283丁 3,342丁 9

９ｍｍ拳銃ＳＦＰ９ 323丁 297丁 0.2

対人狙撃銃（B） 8丁 － －

60mm迫撃砲（B） 6門 6門 0.2

120mm迫撃砲 RT 6門 11門 5

19式装輪自走155mmりゅう弾砲 7両 8両 55

10式戦車 12両 － －

16式機動戦闘車 33両 25両 191

車両、通信器材、施設器材 等 493億円 － 428

Ｂ
Ｍ
Ｄ

海
自

イージス・システム搭載護衛艦の能力向上 2隻分 2隻分 2

空
自

ペトリオットシステムの改修 8式 － －

注１：２年度調達数量は、当初予算の数量を示す。
注２：金額は、装備品等の製造等に要する初度費を除く金額を表示している。初度費は、金額欄に（ ）で記載（外数）。
注３：調達数量は、令和３年度に新たに契約する数量を示す。(取得までに要する期間は装備品によって異なり、原則２年から５年の間）
注４：調達数量欄の（ ）は、既就役装備品の改善に係る数量を示す。
注５：海自の艦船については、上段が改修・工事の数量を、下段が改修・工事に必要な部品の調達を示す。
注６：イージス・システム搭載護衛艦の能力向上の調達数量については、「あたご」型護衛艦２隻のSM-3ブロックⅡＡを発射可能とする改修にかかる隻

数を示す。
注７：陸自の誘導弾の金額は、誘導弾薬取得に係る経費を除く金額を表示している。



２ 主な研究開発
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項 目 名 概 要
３年度
要求金額
（億円）

装備品に搭載されている情報処
理システムを標的としたサイ
バー攻撃へ対処する技術の研究

サイバー攻撃の状況下においても、防衛省・自衛隊が保有
する装備品に搭載されている情報処理システムの運用継続を
実現するため、装備品のサイバーレジリエンス技術の研究を
実施

２１

ドローン対処レーザシステムの
車両搭載実証

ドローン等に効率的に対処が可能な高出力レーザシステム
を実証

３３

次期電子情報収集機の情報収集
システムの研究

多用機ＥＰ－３の減勢に伴う後継機（次期電子情報収機）
の開発に向け、航空機搭載型情報収集システムの信号検出能
力、方位精度及び類識別能力の向上に関する研究を実施

５０

高機能レーダ技術の研究
戦闘機等において、常時の広覆域捜索を可能とするため、

将来の高機能レーダに係る技術を日英共同研究により確立
４１

将来潜水艦用ソーナー装置の開
発

将来にわたり潜水艦の水中領域における優位性を継続保持
するため、探知能力を向上させたソーナー装置を開発

４８

雑音低減型水中発射管の研究
潜水艦の更なる静粛化のため、魚雷等を射出する際の発射

音を低減する技術について研究
２３

高速高機動レーダ技術の研究
低ＲＣＳ目標や極超音速ミサイルをはじめとした高速高機

動目標に対応するため、レーダの探知追尾技術向上及び探知
距離の延伸を実験装置を用いた模擬環境の下で研究

１０

基地防空用地対空誘導弾（改）
及び新近距離地対空誘導弾の開
発

同時多目標対処能力を向上し、コスト低減を図った基地防
空用地対空誘導弾（改）、及び機動展開能力に優れ、低空目
標への対処能力の向上を図った新近距離地対空誘導弾を、
ファミリー化により効率的に開発

４５



３ 定員数の変更

注２：各年度の合計欄の下段（ ）内は、即応予備自衛官の員数を含んだ数字である。

● 自衛官定数等の変更 （単位：人）

● 自衛官の年間平均人員
（単位：人）

陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊 計

予 備 自 衛 官 46,000 1,100 800 47,900

● 予備自衛官の員数
（単位：人）

● 予備自衛官補の員数
（単位：人）

陸上自衛隊 海上自衛隊 計

予 備 自 衛 官 補 4,600 21 4,621

注１：各年度末の定数は予算上の数字である。
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陸上自衛隊 海上自衛隊 航空自衛隊

年 間 平 均 人 員 141,106 43,062 44,153

２年度末 ３年度末 増△減

陸 上 自 衛 隊 158,676 158,571 △105

常 備 自 衛 官 150,695 150,590 △105

即応予備自衛官 7,981 7,981 0

海 上 自 衛 隊 45,329 45,307 △22

航 空 自 衛 隊 46,943 46,928 △15

共 同 の 部 隊 1,418 1,552 134

統 合 幕 僚 監 部 382 385 3

情 報 本 部 1,932 1,936 4

内 部 部 局 49 50 1

防 衛 装 備 庁 406 406 0

合 計
247,154 247,154 0

（255,135） （255,135） (0)
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● 事務官等定員の変更

２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

１３次定員合理化計画 １４次計画

定 員 合 理 化 △262 △262 △261 △261 △266 △266

増 員 169 182 209 204 299 409

純 増 減 △93 △80 △52 △57 33 －

年 度 末 定 員 21,061 20,974 20,931 20,903 20,924 21,054

時 限 到 来 減 等 △7 △7 △15 △12 △12 △13

注１：１４次定員合理化計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間が対象。
注２：上記の他、令和２年度及び令和３年度要求において、業務改革に係る定員合理化と増員要求（令和２年度160人、

令和３年度301人）を実施。
注３：新たな障害者雇用の推進のための定員（30年度24人、元年度41人）は年度末定員に含み、増員には当該定員を

含まない。
注４：年度末定員には、大臣、副大臣、大臣政務官（２人）、大臣補佐官を含まない。

（単位：人）



参考資料
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（注３）

（参考）防衛関係費の構造

（歳出年度）

防衛関係費の構造

10,393
億円

平成29
年度

平成30
年度

令和元
年度

令和2
年度

令和3年度
令和4
年度

令和5
年度

令和6
年度

令和7
年度

注１：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分に係る経費等を除く。
注２：本図については、概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するものではない。
注３：装備品等の調達における長期契約など、５か年を超えて支払われる経費もある。

令和8
年度以
降

平成28
年度
以前

（注３）

平成28年度以前の契約

歳出予算 ５４，８９７億円
【人件・糧食費＋歳出化経費＋一般物件費】

22,337
億円

物件費（契約ベース）
37,105億円

【一般物件費＋新規後年度負担】

人件・糧食費
隊員の給与、退職金、営内での食事など
に係る経費

（注３）

（注３）

（注３）

（注３）

（注３）

新規後年度負担
令和３年度の契約（原則５年以内）に基

づき、令和４年度以降に支払われる経費

26,712
億円

物件費（事業費）
装備品の調達・修理・装備、油の購入、隊員
の教育訓練、施設整備、光熱水料等の営舎費、
技術研究開発、基地周辺対策や在日米軍駐留
経費等の基地対策経費などに係る経費

歳出化経費
令和２年度以前の契約に基づき、令和３年度
に支払われる経費

一般物件費（活動経費）
令和３年度の契約に基づき、令和３年度
に支払われる経費

後年度負担（既定分）
令和２年度以前の契約に
基づき、令和４年度以降
に支払われる経費

22,167
億円

令和3年度の契約

平成30年度の契約

平成29年度の契約

令和元年度の契約

令和2年度の契約
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（単位：億円）

(説明)
○歳出ベース： 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年度に支払われる額の合計。
つまり、令和３年度の契約に基づき、令和３年度に支払われる経費（一般物件費）と、令和２年

度以前の契約に基づき、令和３年度に支払われる経費（歳出化経費）の合計。会計年度独立を原則
とする政府の歳出予算全体に防衛関係費が占める割合などを把握する上で有益な視点。

○契約ベース： 装備品の取得や施設整備などの事業について、当該年度に結ぶ契約額の合計。
つまり、令和３年度の契約に基づき、令和３年度に支払われる経費と、令和４年度以降に支払わ

れる経費（新規後年度負担額）の合計。防衛力整備に関する各年度の事業について、各事業単位で
経費の総額などを把握する上で有益な視点。

後年度負担の考え方

令和３年度 歳出ベース 契約ベース

物件費（事業費） ３２，７３０ ３７，１０５

歳出化経費 ２２，３３７

一般物件費（活動経費） １０，３９３ １０，３９３

新規後年度負担 ２６，７１２

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等の建設など、
複数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年以内）を行い、将来の一定
時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。
後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支払われる経費。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

（参考）物件費（事業費）の内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

↓
一部支払

（１０億円）

一般物件費

↓
一部支払

（１０億円）

歳出化経費

↓
一部支払

（２０億円）

歳出化経費

↓
残額支払

（６０億円）

歳出化経費

後年度負担額（９０億円）

契約額（１００億円）

契約 納入

物件費（事業費）の内訳と分類
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一般物件費（活動経費）の内訳

（参考）物件費（事業費）の内訳

項 目
令 和 ２ 年 度

予 算 額

令 和 ３ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度

増△減額

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

４，２９０

９４２

１，８０７

２８７

２６５

９８９

４，５２９

８６２

２，０４７

２９４

２８７

１，０４０

２３９

△８０

２４０

７

２２

５１

基地対策経費等

・基地周辺対策経費

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

３，９９８

７７７

１，８１４

１，４０７

４，０７５

８０９

１，８５０

１，４１６

７７

３２

３６

９

研究開発費 ２７０ ２８６ １５

装備品等購入費等 ４０７ ３７８ △２９

施設整備費等 ３１６ ４６３ １４７

その他（電子計算機等借料等） ６４４ ６６２ １８

合 計 ９，９２６ １０，３９３ ４６７

注：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策に係る経費を除く。

（単位：億円）

維持費等

4,529

〔43.6%〕

基地対策経費等

4,075

〔39.2%〕

研究開発費

286

〔2.7%〕

装備品等購入費等

378

〔3.6%〕

施設整備費等

463

〔4.5%〕

その他

662

〔6.4%〕

一般物件費

令和３年度概算要求額

１０，３９３億円

単位：億円、％
〔 〕：構成比
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（参考）物件費（事業費）の内訳

維持費等

8,465

〔37.9%〕

基地対策経費等

573

〔2.6%〕

研究開発費

867

〔3.9%〕

装備品等購入費

4,810

〔21.5%〕

航空機購入費

4,015

〔18.0%〕

艦船建造費等

1,793

〔8.0%〕

施設整備費等 1,720

〔7.7%〕

その他

94

〔0.4%〕

（単位：億円）

歳出化経費

令和３年度概算要求額

２２，３３７億円

項 目
令 和 ２ 年 度
予 算 額

令 和 ３ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

維持費等 ８，３２０ ８，４６５ １４５

修理費 ８，０４２ ８，０７２ ３０

教育訓練費等 ２７８ ３９３ １１５

基地対策経費等 ５８６ ５７３ △１２

研究開発費 １，００３ ８６７ △１３６

装備品等購入費 ４，０６９ ４，８１０ ７４１

航空機購入費 ２，６９４ ４，０１５ １，３２１

艦船建造費等 １，３７３ １，７９３ ４２０

施設整備費等 １，１９６ １，７２０ ５２４

その他（電子計算機等借料等） ９５ ９４ △１

合 計 １９，３３６ ２２，３３７ ３，００１

単位：億円、％
〔 〕：構成比

歳出化経費の内訳

注：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策に係る経費等を除く。
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（単位：億円）

維持費等

16,771

〔45.2%〕

基地対策経費等

4,712

〔12.7%〕

研究開発費

2,187

〔5.9%〕

装備品等購入費

5,704

〔15.4%〕

航空機購入費

2,896

〔7.8%〕

艦船建造費等

1,779

〔4.8%〕

施設整備費等 2,179

〔5.9%〕

その他

877

〔2.4%〕

物件費（契約ベース）

令和３年度概算要求額

３７，１０５億円

項 目
令 和 ２ 年 度
予 算 額

令 和 ３ 年 度

概 算 要 求 額

対前年度
増△減額

維持費等 １３，７６８ １６，７７１ ３，００２

油購入費 ９４２ ８６２ △８０

修理費 １０，８９７ １３，６４５ ２，７４８

教育訓練費等 １，９２９ ２，２６４ ３３５

基地対策経費等 ４，６７８ ４，７１２ ３４

研究開発費 １，６７６ ２，１８７ ５１１

装備品等購入費 ４，７１２ ５，７０４ ９９２

航空機購入費 ４，８４４ ２，８９６ △１，９４８

艦船建造費等 １，８１７ １，７７９ △３８

施設整備費等 １，７５７ ２，１７９ ４２２

その他（電子計算機等借料等） ７２４ ８７７ １５３

合 計 ３３，９７６ ３７，１０５ ３，１２９

（参考）物件費（事業費）の内訳

単位：億円、％
〔 〕：構成比

物件費（契約ベース）の内訳

注：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急
対策に係る経費を除く。
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三分類の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

[20.3]
9,970
｛22｝

[35.4]
17,364
｛177｝

[44.2]
21,662
｛190｝

[  ] ：歳出予算の構成比（％）
｛ ｝：対前年度増△減額

億円

平成29年度 平成30年度 令和元年度

49,388
{392}

[20.1]
9,949

｛△21｝

[35.6]
17,590
｛226｝

[44.2]
21,850
｛187｝

令和3年度
概算要求

[19.6]
9,808

｛△141｝

[36.8]
18,431
｛841｝

[43.6]
21,831
｛△19｝

歳出化経費

一般物件費

人件・糧食費

50,070
{682}

48,996
{389}

（参考）三分類の推移

令和2年度

54,897
{4,210}

[18.9]
10,393
｛467｝

[40.7]
22,337

｛3,001｝

[40.4]
22,167
｛741｝

注：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策に係る経費等を除く。

[19.6]
9,926
｛118｝

[38.1]
19,336
｛905｝

[42.3]
21,426

｛△405｝

50,688
{618}
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区 分
令和２年度
予 算 額

令和３年度
概算要求額

対前年度
増△減額

対前年度
伸 率

防 衛 関 係 費 ５０，６８８ ５４，８９７ ４，２１０ ８．３

防 衛 省 ５０，６８８ ５４，８９７ ４，２１０ ８．３

（防 衛 本 省） ４８，８８６ ５３，２１７ ４，３３１ ８．９

陸 上 自 衛 隊 １８，１７３ １９，２７３ １，１００ ６．１

海 上 自 衛 隊 １１，５８９ １３，５０８ １，９１９ １６．６

航 空 自 衛 隊 １２，４０９ １３，３１０ ９０１ ７．３

小 計 ４２，１７０ ４６，０９１ ３，９２１ ９．３

内 部 部 局 ５，０７２ ５，１５５ ８３ １．６

統 合 幕 僚 監 部 ５４８ ７４３ １９５ ３５．５

情 報 本 部 ６７２ ７８２ １１０ １６．３

防 衛 大 学 校 １５５ １６０ ５ ３．３

防衛医科大学校 ２３８ ２５３ １５ ６．３

防 衛 研 究 所 ２３ ２５ ２ ９．９

防 衛 監 察 本 部 ８ ７ △０ △５．１

小 計 ６，７１６ ７，１２６ ４１０ ６．１

（地 方 防 衛 局） ２０４ ２１３ ９ ４．４

（防 衛 装 備 庁） １，５９７ １，４６７ △１３０ △８．１

（単位：億円、％）

（参考）機関別内訳

機関別内訳

注：ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分及び防災・減災、国土強靱化のための３か年緊
急対策に係る経費等を除く。
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（参考）基地対策等の推進

基地対策等の推進

（注）計数は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）であり、＜ ＞内は契約ベースである。

（単位：億円、％）

< ４,６７８ > < ４,７１２ > < ３４ > < ０.７ >
４,５８４ ４,６４８ ６５ １.４

< １,１４７ > < １,１７７ > < ３０ > < ２.６ >
１,１５３ １,１６６ １２ １.１

< ５０９ > < ５１９ > < １０ > < １.９ >
５１８ ５２６ ８ １.５

< ６３８ > < ６５８ > < ２１ > < ３.２ >
６３５ ６３９ ５ ０.７

< ２,００５ > < ２,０２９ > < ２４ > < １.２ >
１,９９３ ２,０２９ ３６ １.８

１,５２０ １,５４６ ２６ １.７

労 務 費 １,２８７ １,３０１ １４ １.１

光 熱 水 料 等 ２２３ ２３４ １２ ５.３

訓 練 移 転 費 １０ １０ ０ ２.２

< ２１９ > < ２１７ > < △　　１ > < △　０.７ >
２０７ ２１８ １０ ４.９

２６６ ２６５ △　　１ △　０.３  社会保険料事業主負担分等

< １,５２７ > < １,５０６ > < △　２１ > < △　１.３ >
１,４３８ １,４５４ １６ １.１

令和２年度
予　算　額

令和３年度
概算要求額

対前年度
増△減額

 在日米軍施設（隊舎、家族住宅

 等）の整備
提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

(３) 施設の借料、補償経費等

 防衛施設用地等の借上げ及び

 漁業補償等

特 別 協 定

 在日米軍に勤務する従業員の

 給与費の負担

 在日米軍施設で使用する光熱

 水料等の負担

 硫黄島での米空母艦載機着陸

 訓練に伴う経費の負担

(２) 在 日 米 軍 駐留 経費 負担

 飛行場等周辺の住宅防音工事の

 助成住 宅 防 音

 生活環境施設等の整備の助成等

 （河川・道路改修、学校防音、

   砂防ダム及び民生安定施設の

   整備等）

周 辺 環 境 整 備

si

基 地 対 策 等 の 推 進

(１) 基 地 周 辺 対 策 経 費

区　　　　　　　分 備　　　　考
対前年度
伸  　率



空 白
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